
第２０期　決算公告

2023年6月27日
埼玉県熊谷市新堀1008番地

菱星機工株式会社
取締役社長　森脇　久友

 (単位:千円)

科                目 金　　　額 科                目 金　　　額

(資産の部) (負債の部)

流   動   資   産 461,873 流   動   負   債 177,814
現 金 及 び 預 金 45,731 支 払 手 形 48,880
受取手形・電子記録債権 21,835 買 掛 金 36,323
売 掛 金 96,915 未 払 費 用 44,344
製 品 8,714 賞 与 引 当 金 33,046
仕 掛 品 55,866 未 払 消 費 税 8,875
原 材 料 6,320 未 払 法 人 税 等 1,225
前 払 費 用 1,503 預 り 金 1,005
未 収 入 金 2,030 未 払 金 4,111
短 期 貸 付 金 223,733
そ の 他 の 流 動 資 産 111
貸 倒 引 当 金 ▲889 固   定   負   債 30,242

退 職 給 付 引 当 金 30,242

固   定   資   産 65,585
【 有 形 固 定 資 産 】 28,896

建 物 21,231
構 築 物 6 (純資産の部)

機 械 装 置 6,426 株   主   資   本 319,402
車 輌 運 搬 具 297     【 資         本         金 】 50,000
工 具 器 具 備 品 934
建 設 仮 勘 定 -     【 資   本   剰   余  金 】 50,000

       資  本  準  備  金 50,000
【 無 形 固 定 資 産 】 749

電 話 加 入 権 749
　 【 利   益   剰   余   金 】 219,402
      利  益  準  備  金 12,500

【 投 資 そ の 他 の 資 産 】 35,939       その他利益剰余金 206,902
そ の 他 の 投 資 285          繰越利益剰余金 206,902
繰 延 税 金 資 産 35,654

注　 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸借対照表
(2023年 3月31日現在) 　　　　　

純 資 産 合 計 319,402

 資　産　合　計 527,459 負債・純資産合計 合   　　　計 527,459

負 債 合 計 208,056



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法
無形固定資産 定額法

　  自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（5年）
    に基づく定額法によっている。

２．引当金の計上基準
賞与引当金    従業員に対する賞与の支給にあてるため、将来の支給見込額のうち、

   当事業年度の負担額を計上している。
貸倒引当金 　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

   率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
   を勘案し、回収不能見込額を計上している。

退職給付引当金 　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

   債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認め
　 られる額から中退共から支給される額を控除した額を計上している。

３．収益及び費用の計上基準

４．グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用

５．その他
消費税等の会計処理は税抜処理によっている。

Ⅱ　貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 28,449 千円
短期金銭債務 10,833 千円

Ⅲ　税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金　　 11,889 千円
賞与引当金 11,321 千円
賞与社会保険料 1,149 千円
退職給付引当金 10,361 千円
棚卸資産評価損 1,242 千円
減損損失 4,832 千円
貸倒引当金 304 千円
事業税 139 千円
浜事務所解体費用 5,095 千円

繰延税金資産小計 46,337 千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当金　　 ▲ 3,564 千円
将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 ▲ 7,119 千円
繰延税金資産合計 35,654 千円
繰延税金負債
繰延税金負債合計 35,654 千円
繰延税金資産の純額 35,654 千円

　　個別注記表　　

　製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義
務を負っており、当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充
足されると判断し、原則引渡時点で収益を認識するが、引渡しまで期間がごく短い契約に関しては代替的な取扱
いを適用して出荷時に収益を認識する。
工事に係る収益は、主に機械の修繕・保守であり、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っ
ており、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識するが、契約における取引開始日から完全に履行義務を
充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、代替的な取扱いを適用し、一定の期間に
わたり売上高を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する。

　当社は、当事業年度より、単体納税制度からグループ通算制度へ移行している。これに伴い、法人税及び地方
法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び
開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号 2021年8月12日)に従っている。



２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
1年以内 1年超 2年超 3年超 4年超 5年超 合計

2年以内 3年以内 4年以内 5年以内
税務上の繰越欠損金(※) - - - - - 11,889 11,889
評価性引当金 - - - - - ▲ 3,564 ▲ 3,564
繰延税金資産 - - - - - 8,325 8,325

（※） 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額である。

Ⅳ　関連当事者との取引に関する注記

１．　親会社及び法人主要株主等
(単位:千円)

議決権等の所有 関連当事者 取引の 取引金額 科目 期末残高
(被所有)割合 との関係 内容

親会社 三菱電線工業(株) 被所有 同社へ製品を 製品販売 191,069 売掛金 27,735
直接100% 販売している 役務提供

取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
   取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注１）　製品販売については、市場の実勢価格をベースに、都度価格交渉の上、決定している。

議決権等の所有 関連当事者 取引の 取引金額 科目 期末残高
(被所有)割合 との関係 内容
被所有 短期貸付金 223,733

受取利息(注2) 335
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
   取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注１）　プーリングサービスを利用した資金の貸付については市場金利を勘案して合理的に決定している。
　（注２）　利率は市場情勢を勘案して合理的に決定している。
　（注３）　三菱マテリアル㈱が2023年1月1日付で㈱マテリアルファイナンスを吸収合併を実施したことにより、　　　　　　　　　
 　　　　　 同社との取引が合算している。

Ⅴ　１株当たり情報に関する注記

１株当たりの純資産額
１株当たりの当期純利益

当期純利益 千円

　注　 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

プーリングによ
る回収(注1)

223,733

798,506円53銭
                         6,077円34銭

　　当期純損益金額　　

2,430

同社への資
金貸付を行っ
ている

属性
会社等
の名称

親会社 三菱マテリアル(株)

属性
会社等
の名称


